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市役所庁舎減築に関する構造検討の結果について 

 
 

１．平成１８年度実施の耐震診断結果 
（既存鉄骨鉄筋コンクリート造建物の耐震診断基準同解説 1997 年改訂版(日本建築防災協会)） 

目 標 値：Iｓｏ＝0.75 CTUSD≧0.31 
最 小 値：Ｘ方向 Is＝0.42 Ｙ方向 Is＝0.50 

※通常の建物に必要とされる Iso 値及び CTUSD 値は、Iso＝0.60 及び CTUSD≧0.25 とな
っていますが、市役所は災害拠点施設となることから用途指標（耐震性能の割増）
により 1.25 倍割増します。 

 
表１ 各階各方向の診断結果一覧表 

Ｘ
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階 Ｉｓ CTUSD 判定 

８ １．０６ １．１５ ＯＫ ８ ０．５６ ０．６１ ＮＧ 

７ １．４３ １．２１ ＯＫ ７ １．１９ １．２８ ＯＫ 

６ ０．４７ ０．５０ ＮＧ ６ ０．５３ ０．４５ ＮＧ
５ ０．４７ ０．５０ ＮＧ ５ ０．５０ ０．４３ ＮＧ
４ ０．４２ ０．４５ ＮＧ ４ ０．５３ ０．４５ ＮＧ
３ ０．４６ ０．４９ ＮＧ ３ ０．６２ ０．５３ ＮＧ
２ ０．４２ ０．４５ ＮＧ ２ ０．５６ ０．６０ ＮＧ
１ ０．５３ ０．５７ ＮＧ １ ０．６９ ０．７５ ＮＧ

 
２．今回（平成２４年度）実施の耐震診断結果 

（既存鉄骨鉄筋コンクリート造建物の耐震診断基準同解説 2009 年改訂版(日本建築防災協会)） 
目 標 値：Iｓｏ＝0.75  CTUSD≧0.31 
最 小 値：Ｘ方向Ｉｓ＝0.55 Ｙ方向Ｉｓ＝0.52 
 

表２ 各階各方向の診断結果一覧表 
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階 Ｉｓ CTUSD 判定 
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向
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階 Ｉｓ CTUSD 判定 

８ １．０３ １．１１ ＯＫ ８ ０．５２ ０．５６ ＮＧ 

７ １．５５ １．３２ ＯＫ ７ １．８２ １．５４ ＯＫ

６ ０．７２ ０．６１ ＮＧ ６ １．１４ ０．９７ ＯＫ

５ ０．８０ ０．６７ ＯＫ ５ ０．９２ ０．７８ ＯＫ

４ ０．６５ ０．５５ ＮＧ ４ ０．８８ ０．７４ ＯＫ

３ ０．５７ ０．４８ ＮＧ ３ ０．７６ ０．６５ ＯＫ

２ ０．５５ ０．４７ ＮＧ ２ ０．８５ ０．７２ ＯＫ

１ ０．６２ ０．５２ ＮＧ １ ０．９４ ０．７９ ＯＫ

 
３．平成１８年度と平成２４年度の数値の変更について 
  耐震診断の適用基準については、「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建物の耐震診断基準同解説（(一

財)日本建築防災協会）」を適用基準として採用していますが、2009 年（平成 21 年）に基準改訂が
あり、計算過程において柱の靱性(ｼﾞﾝｾｲ)（部材の粘り強さ）指標が 1.00 から 1.27 に改訂となっ
たこと等から数値が大きくなりました。 

 
４．庁舎減築構造検討結果について 「資料１・２」参照 
   ６階以上及び５階の議場を撤去する案をタイプ１、５階以上全て撤去する案をタイプ２として、

２通りの構造計算をしたところ、Ｉｓ値は、タイプ１が 0.84、タイプ２が 0.94 といずれも目標値
の 0.75 を上回り耐震性能が確保されることを確認しました。 
また、この２タイプの比較については、当業務を実施したコンサルタント及び庁舎設計アドバ

イザーと協議検討したところ、両者とも、屋上がフラットとなるタイプ２の方が、屋上の利便性、
防水性及び構造体の安定性等から優位であるとの意見でありましたので、今後、減築案の場合に
は、タイプ２を基本として計画を進めます。 
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資　料　１

タイプ１　6階以上及び5階議場撤去

タイプ２　５階以上撤去

※用語解説
　Ｉｓとは、耐震性能を示す数値、この数値が大きくなると地震による建築物の
　被害の可能性が低くなる。
　・一般的な建築物については、必要値を0.6としている。
　・庁舎等の災害時に防災拠点及び避難施設等となる建築物については、用途指標
　　により、0.75（1.25倍）又は0.90（1.50倍）としている。
　・ＣＴＵＳＤとは、建物形状と累積強度により建物が地震力に対応する数値を示
　　す指標です。
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資　料　２

タイプ１　6階以上及び5階議場撤去 タイプ２　5階以上撤去
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